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２０１３年度の成果と現状認識２０１３年度の成果と現状認識
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中期ロードマップ中期ロードマップ

2

２年で
完遂

赤字事業の止血
構造改革
赤字事業の止血
構造改革

営業利益
３,５００億円以上

５％以上

２０１３年度 ２０１４年度 ２０１５年度

フリーキャッシュ・フロー 累計６,０００億円 以上フリーキャッシュ・フロー 累計６,０００億円 以上

復配復配

２,５００億円２,５００億円

５００億円５００億円

営業利益営業利益

純利益純利益

各事業部 営業利益率５％に向けた収益改善各事業部 営業利益率５％に向けた収益改善

２０１３年度 連結業績見通し２０１３年度 連結業績見通し

3

期初公表値達成 復配も実施期初公表値達成 復配も実施

（億円）

７４,０００

２,７００
（３.６%）

１,０００
（１.４%）

２,０００

営業利益
（率）

売上高

当社株主に帰属する

当期純利益
（率）

フリーＣＦ

７２,０００

２,５００
（３.５%）

５００
（０.７%）

２,０００

公表値（2/4時点） 公表値（期初）

以上 以上
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財務体質の改善財務体質の改善

4

大幅改善 順調に推移大幅改善 順調に推移

１３年度末
（見通し）

１２年度末１１年度末

２９％

２３％

＜株主資本比率＞

中期目標

２５％
以上

＜ネット資金＞

１３年度末
（見通し）

１１年度末

▲９,６２０

１２年度末

▲６,４３３

（億円）

▲３,０００以内

中期目標

▲２,２００
以内

財務体質改善

赤字事業止血

脱・自前主義

お客様価値からの逆算

主な赤字事業の止血主な赤字事業の止血

5

ＴＶ・パネルＴＶ・パネル

半導体半導体

回路基板回路基板

光デバイス光デバイス

携帯電話携帯電話

エアコンエアコン

ＤＳＣＤＳＣ

中国再建・大型体制強化 推進中

ムービー事業と統合、転地加速中

光ピック・ドライブ事業統合

ＢｔｏＣスマホ開発休止

ＰＤＰ終息、ＬＣＤ転地、米・中流通改革

事業部別会社化、国内外拠点再編

ＡＬＩＶＨ事業の終息

方向付け完了 １４年度完遂へ方向付け完了 １４年度完遂へ

5財務体質改善

赤字事業止血

脱・自前主義

お客様価値からの逆算

１２年度

▲１,３００億円

１３年度（見通し）

▲８５０億円

１３年度（見通し）

▲１５０億円

営業利益（概算）営業利益（概算）
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半導体事業の構造改革半導体事業の構造改革

6

車載/産業分野への転地を加速

脱・自前主義で競争力を強化脱・自前主義で競争力を強化

アジア 組立３工場北陸 拡散３工場

ファウンドリ専業
との合弁設立

事業部別会社化

組立受託専業
への工場譲渡

提案型事業へ変革

財務体質改善

赤字事業止血

脱・自前主義

お客様価値からの逆算

お客様価値からの逆算による取り組みお客様価値からの逆算による取り組み
7

パートナーと共に新たな価値を創造パートナーと共に新たな価値を創造

店舗ソリューション事業店舗ソリューション事業 街づくり事業街づくり事業

ローソン様 実験店舗オープン
（２ /６）

Ｆｕｊｉｓａｗａ ＳＳＴ 街びらき
（４ /１）

財務体質改善

赤字事業止血

脱・自前主義

お客様価値からの逆算

タウンサービスでつながり続ける技術・ソリューションを進化

人物映像だけを消去し
お客様の購買行動分析
人物映像だけを消去し
お客様の購買行動分析
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２０１３年度の総括２０１３年度の総括

赤字事業の止血

脱・自前主義による成長・効率化

財務体質改善

お客様価値からの逆算による
成長戦略

8

9

２０１４年度の取り組み２０１４年度の取り組み
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２０１４年度の位置づけ２０１４年度の位置づけ
10

事業部基軸で中期をやりきる/成長戦略を仕込む事業部基軸で中期をやりきる/成長戦略を仕込む

２０１４年度経営目標２０１４年度経営目標

11

中期計画達成に向けた道筋をつける中期計画達成に向けた道筋をつける

（億円）

営業利益
（率）

売上高 ７４,０００

２,７００
（３.６%）

２０１３年度

見通し

７７,５００

３,１００
（４.０%）

２０１４年度

目標

２０１５年度
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２０１４年度営業利益分析（対前年）２０１４年度営業利益分析（対前年）

12

１３年度（見通し） １４年度（目標）

（億円）

構造改革
効果

特別施策

材料合理化・
価格低下

固定費増

２,７００
実質増販益

３,１００

＋４００億円

２０１４年度セグメント営業利益見通し（対前年）２０１４年度セグメント営業利益見通し（対前年）

13

エアコンやテレビなど課題事業が改善アプライアンスアプライアンス

国内の住宅関連事業において
消費税 増税後の需要減が影響

エコ
ソリューションズ

エコ
ソリューションズ

ソリューション事業が堅調に推移するほか、
課題事業の構造改革効果もあり改善

ＡＶＣ
ネットワークス

ＡＶＣ
ネットワークス

車載関連へのリソース投入による増販や、
課題事業の構造改革効果が寄与

オートモーティブ＆
インダストリアル

システムズ

オートモーティブ＆
インダストリアル

システムズ

増 益増 益

増 益増 益

増 益増 益

減 益
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２０１４年度にやるべきこと２０１４年度にやるべきこと

14

事業構造改革の完遂事業構造改革の完遂

成長戦略の具現化

事業構造改革事業構造改革

「２年で完遂」へ「２年で完遂」へ

２,５００億円

１３年度

１,２００
１３年度

１,２００

１４年度

１,３００
１４年度

１,３００

１３年度
１,７００以上

１３年度
１,７００以上

１４年度１４年度

主要事業課題への
手を打ち終える

将来に向けて
事業構造を変えていく

現状見通し中期計画

15

３,０００億円規模
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事業部制導入から１年事業部制導入から１年

事業部は変化・進化し続ける事業部は変化・進化し続ける

16

競争力のある事業は伸ばす

将来が描けない事業は統廃合

17

転地の取り組み事例転地の取り組み事例

１１年度 １３年度

耐久性・高容量で信頼を獲得耐久性・高容量で信頼を獲得

（セルベース）

リチウムイオン電池リチウムイオン電池

（台数）

開製販を現地化、新製品連打開製販を現地化、新製品連打

中国中国

１１年度 １３年度

中国オリジナル
加湿空気清浄機

（Ｇ１１）

日本日本

空気清浄機空気清浄機
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２０１４年度にやるべきこと２０１４年度にやるべきこと

18

成長戦略の具現化成長戦略の具現化

事業構造改革の完遂

パナソニックの目指す姿パナソニックの目指す姿

19

ＥＳ ＡＶＣ

ＡＩＳＡＰ
美容
健康
美容
健康

自動車自動車

住宅
産業
住宅
産業

航空航空

公共公共
流通
小売
流通
小売

Your Business
Your 

Community

Your Home Your Car

Your 
Journey

Cloud Cloud

家電家電
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２０１８年に目指す売上構成２０１８年に目指す売上構成

20

各事業領域で収益を伴った成長を目指す各事業領域で収益を伴った成長を目指す

１３年度（見通し） １８年度（目標）

２.０２.０

２.０２.０

２.０２.０ 家電

住宅

車載

ＢｔｏＢソリューション
７.４兆円

デバイス

１０兆円規模

１.３１.３

１.１１.１

１.８１.８

１.８１.８

１.４１.４
２.５２.５

１.５１.５

家電事業の一元化家電事業の一元化

21

強みを結集し 新たな家電事業を創る強みを結集し 新たな家電事業を創る

ＡＰ

ＥＳ

ＡＶＣ

ＡＩＳ

家電
２兆円

・・・

現・ＡＰ社

ＡＶＣ社
家電事業

テレビ・オーディオ・ＢＤレコーダー・アクセサリー
海外コンシューマーマーケティングセンター

・グローバル展開力
・デジタル/通信技術

・生活研究による現地適応力
・メカとエレキのすり合わせ技術

他社の後追い

イノベーション不足

スペック優先

日本市場偏重

これまでの課題
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基盤事業を拡大基盤事業を拡大

22
住宅
２兆円

海外市場に注力海外市場に注力国内リフォーム市場へ徹底攻勢国内リフォーム市場へ徹底攻勢

・ＡＣ＆Ｉ＋トルコでの着実な成長

・商品ラインアップ拡充

・ショウルームの刷新等による
顧客接点の強化

新たな戦略拠点

トルコトルコ

国内外で製品・サービス展開加速国内外で製品・サービス展開加速

最重点で成長加速

インドインド

現地適合化加速

中国中国

ルートの強み活用

ＡＳＥＡＮＡＳＥＡＮ

ＡＰ

ＥＳ

ＡＶＣ

ＡＩＳ

・専業メーカーにない
ＡＶ＆ＩＴ技術で差別化

電動化・電子化への貢献を加速電動化・電子化への貢献を加速

23
車載
２兆円

ＡＰＡＰ

ＥＳＥＳ

ＡＶＣＡＶＣ

ＡＩＳＡＩＳ

コックピットシステム

次世代コックピットで事業拡大次世代コックピットで事業拡大車載電池事業を積極拡大車載電池事業を積極拡大

｢快適・安心｣｢安全｣｢環境対応｣のクルマ作りに不可欠な存在へ｢快適・安心｣｢安全｣｢環境対応｣のクルマ作りに不可欠な存在へ

ニッケル水素
回生システム

車載用
リチウムイオン電池

・続々と受注決定

・さらなる生産拡大を検討
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アビオニクスアビオニクス

業界特化

一気通貫

業界特化

一気通貫

重点顧客に突き刺さる重点顧客に突き刺さる

24

事
業
フ
レ
ー
ム

業界特化／エンジニアリング力強化業界特化／エンジニアリング力強化

顧
客

航空 ・ エネルギー ・ 流通 ・ リゾート ・ 建設 ・ 官公庁 ・・・航空 ・ エネルギー ・ 流通 ・ リゾート ・ 建設 ・ 官公庁 ・・・

ＡＰ

ＥＳ

ＡＶＣ

ＡＩＳ

事
業
部

事
業
部

他
社

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ会社ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ会社

各地域に設置各地域に設置 販社販社

物販物販

事業部

BtoBｿﾘｭｰｼｮﾝ
２.５兆円

25

デバイス事業の方向性（車載除く）デバイス事業の方向性（車載除く）

立地悪化のＩＣＴから産業分野へシフト

デバイスの小型化・集積化デバイスの小型化・集積化

モジュール化、システム化モジュール化、システム化

立地悪化のＩＣＴから産業分野へシフト

デバイス
１.５兆円

エナジーを核に産業分野向けを拡大エナジーを核に産業分野向けを拡大

幅広い事業領域での提案力

コア技術の強み
「リチウムイオン電池」「ＧａＮ」「センサー群」

ＡＰ

ＥＳ

ＡＶＣ

ＡＩＳ
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地域からの逆算で考える地域からの逆算で考える

26

１.８兆円１.７兆円３.８兆円

５０億人人口 １億人 １８億人

２２兆ドル５兆ドル ４６兆ドル

海外戦略地域
（アジア・中国・中東阿）

日 本 欧・米
（中南米含む）

１ ８３ １０６国数

当社売上高
（２０１２年度）

名目ＧＤＰ
（２０１３年 ＩＭＦ予測）

５つの事業領域×３つの地域５つの事業領域×３つの地域

27

経営リソースを大胆にシフト経営リソースを大胆にシフト

家電家電

住宅住宅

車載車載

ＢｔｏＢソリューションＢｔｏＢソリューション

デバイスデバイス

：リソースシフト領域
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海外戦略地域の目指す姿海外戦略地域の目指す姿

28

成長なくしてパナソニックの将来はない成長なくしてパナソニックの将来はない

「戦略地域事業推進本部」を設置

脱・日本依存

デリー駐在の山田副社長に全権委譲（４/１～）

新しい売上の創造

フルファンクション組織の構築
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本プレゼンテーションには、パナソニックグループの「将来予想に関する記述」に該当する情報が記載されています。本プレゼンテーションにおける記述のうち、過去または現在の事実
に関するもの以外は、かかる将来予想に関する記述に該当します。これら将来予想に関する記述は、現在入手可能な情報に鑑みてなされたパナソニックグループの仮定および
判断に基づくものであり、これには既知または未知のリスクおよび不確実性ならびにその他の要因が内在しており、それらの要因による影響を受けるおそれがあります。かかるリスク、
不確実性およびその他の要因は、かかる将来予想に関する記述に明示的または黙示的に示されるパナソニックグループの将来における業績、経営結果、財務内容に関してこれら
と大幅に異なる結果をもたらすおそれがあります。パナソニックグループは、本プレゼンテーションの日付後において、将来予想に関する記述を更新して公表する義務を負うものでは
ありません。投資家の皆様におかれましては、金融商品取引法に基づく今後の提出書類およびその他の当社の行う開示をご参照下さい。

なお、上記のリスク、不確実性およびその他の要因の例としては、次のものが挙げられますが、これらに限られるものではありません。
かかるリスク、不確実性およびその他の要因は、当社の有価証券報告書等にも記載されていますのでご参照下さい。

●米国、欧州、日本、中国その他のアジア諸国の経済情勢、特に個人消費および企業による設備投資の動向

●多岐にわたる製品・地域市場におけるエレクトロニクス機器および部品に対する産業界や消費者の需要の変動

●為替相場の変動 （特に円、米ドル、ユーロ、人民元、アジア諸国の各通貨ならびにパナソニックグループが事業を行っている地域の通貨またはパナソニックグループの資産および
負債が表記されている通貨）

●資金調達環境の変化等により、パナソニックグループの資金調達コストが増加する可能性

●急速な技術革新および変わりやすい消費者嗜好に対応し、新製品を価格・技術競争の激しい市場へ遅滞なくかつ低コストで投入するパナソニックグループの能力

●他企業との提携またはM&A（パナソニック電工および三洋電機の完全子会社化後の事業再編を含む）で期待どおりの成果を上げられない可能性

●パナソニックグループが他企業と提携・協調する事業の動向

●多岐にわたる製品分野および地域において競争力を維持するパナソニックグループの能力

●製品やサービスに関する何らかの欠陥・瑕疵等により費用負担が生じる可能性

●第三者の特許その他の知的財産権を使用する上での制約

●諸外国による現在および将来の貿易・通商規制、労働・生産体制への何らかの規制等（直接・間接を問わない）

●パナソニックグループが保有する有価証券およびその他資産の時価や有形固定資産、のれんなどの長期性資産および繰延税金資産等の評価の変動、その他会計上の方針や
規制の変更・強化

●地震等自然災害の発生、感染症の世界的流行、サプライチェーンの寸断、その他パナソニックグループの事業活動に混乱を与える可能性のある要素
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（参考） 事業部一覧（参考） 事業部一覧

エ ア コ ン 事 業 部

冷 熱 空 調 デ バ イ ス 事 業 部

冷 蔵 庫 事 業 部

コ ー ル ド チ ェ ー ン 事 業 部

ラ ン ド リ ー ・ ク リ ー ナ ー 事 業 部

キ ッ チ ン ア プ ラ イ ア ン ス 事 業 部

ビ ュ ー テ ィ ・ リ ビ ン グ 事 業 部

ホ ー ム エ ン タ ー テ イ ン メ ン ト 事 業 部

モ ー タ 事 業 部

ス マ ー ト エ ネ ル ギ ー シ ス テ ム 事 業 部

パ ナ ホ ー ム ㈱

シ ス テ ム Ｌ Ｓ Ｉ 事 業 部

ラ イ テ ィ ン グ 事 業 部

エ ナ ジ ー シ ス テ ム 事 業 部

ハ ウ ジ ン グ シ ス テ ム 事 業 部

パ ナ ソ ニ ッ ク エ コ シ ス テ ム ズ ㈱

イ メ ー ジ ン グ ネ ッ ト ワ ー ク 事 業 部

ス ト レ ー ジ 事 業 部

ビ ジ ュ ア ル シ ス テ ム 事 業 部

ア ビ オ ニ ク ス 事 業 部

Ｉ Ｔ プ ロ ダ ク ツ 事 業 部

セ キ ュ リ テ ィ シ ス テ ム 事 業 部

コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン プ ロ ダ ク ツ 事 業 部

オ フ ィ ス プ ロ ダ ク ツ 事 業 部

イ ン フ ラ シ ス テ ム 事 業 部

シ ステ ムソ リューシ ョ ン ズ ジ ャ パ ンカ ン パニー

パ ナ ソ ニ ッ ク 液 晶 デ ィ ス プ レ イ ㈱

イ ン フ ォ テ イ ン メ ン ト 事 業 部

電 装 シ ス テ ム 事 業 部

エ ナ ジ ー デ バ イ ス 事 業 部

パ ナ ソ ニ ッ ク ス ト レ ー ジ バ ッ テ リ ー ㈱

小 型 二 次 電 池 事 業 部

車 載 電 池 事 業 部

キ ャ パ シ タ 事 業 部

回 路 部 品 事 業 部

機 構 部 品 事 業 部

電 子 材 料 事 業 部

制 御 機 器 事 業 部

セ ミ コ ン ダ ク タ ー 事 業 部

パ ナ ソ ニ ッ ク プ レ シ ジ ョ ン デ バ イ ス ㈱

パ ナ ソニッ ク フ ァク ト リーソ リュー ショ ン ズ ㈱

パ ナ ソ ニ ッ ク 溶 接 シ ス テ ム ㈱

パ ナ ソ ニ ッ ク サ イ ク ル テ ッ ク ㈱

ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞ & ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｱﾙｼｽﾃﾑｽﾞＡＶＣネットワークス

エコソリューションズ

アプライアンス

その他
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